
・H27年度現在、全国の50以上の⾃治体で冬期集住が
実施されています。そのうち4事例においてヒアリ
ング調査を実施しました（表１）。

・集住の範囲は、単⼀の集落である事例と⾃治体全域
から集まる事例があり、施設は元教職員住宅などの
遊休施設が活⽤されています。配⾷や⾃宅の除雪
サービスがある事例では、地域住⺠が有償ボラン
ティアとして⽀援しています。

・利⽤料は、⽉1万2千円などと安く設定されています
が、それだけでは運営経費が賄われず、補助⾦など
が充てられています。

・集落全⼾が集住することで、冬期間道路除雪を⾏わ
ず、除雪費が節減できた事例も⾒うけられました。

事例 ａ北海道旭川市
⻄神楽地区

ｂ⻘森県新郷村 ｃ岐⾩県⾼⼭市
⾼根地区

ｄ⻑野県栄村
五宝⽊集落

集住
タイプ

集落内集住
シェアハウス

村内全域集住
シェアハウス

地区全域集住
アパート（共⽤リビング）

集落全⼾移住
⼾建て

活⽤住宅 ⼾建⺠間空き家
（ツイン２室）

元医師住宅（⼾建て）
４室 元教職員住宅（アパート）14室 村営住宅整備（⼾建て）
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地域概要
市街地から11km
対象：4集落
⼈⼝3900⼈ ⾼齢化率40.4％

市街地内
対象：村内全域
⼈⼝2741⼈ ⾼齢化39.0％

市中⼼部から33km
対象：11集落
⼈⼝388⼈ ⾼齢化率52.8％

市街地から43km
対象：1集落
⼈⼝20⼈ ⾼齢化率55％

⽬的
・⾼齢者の地区内での住み続け
・福祉施設より安価な住環境提
供

・⾼齢者の⽣活利便性の確保
・遊休施設の活⽤

・⾼齢者の冬期の健康状態の改
善
・遊休施設の活⽤

・冬期間孤⽴する集落住⺠の⽣
活利便性を確保すること

開始年 平成18年 平成24年 平成18年 昭和56年
運営主体 まちづくりNPO 社会福祉協議会 社会福祉協議会 ⾃治体
利⽤世帯
数

6クール＠単⾝4⼈：24世帯/年 単⾝⼥性 2世帯 10世帯（うち1組夫婦） 5世帯

集住期間 12〜2⽉（1ヶ⽉程度で交代） 11〜3⽉ 12〜3⽉ 11〜3⽉

⽀援内容
・配⾷（昼⼣2回）
・温泉などへの送り迎え
・⾃宅の除雪⽀援

・⾒守り（朝⼣の炊事時間帯）
・買い物代⾏や⾵呂掃除
・⾃宅の除雪⽀援

・⾷事の提供（⼣⾷）
・管理⼈常駐
・⾃宅の除雪⽀援はなし

・⽣活⽀援はなし
・⾃宅の屋根の雪下ろし（有料、
年⼀度スノーモービルで訪問する）

世話⼈ 地域住⺠（報酬有） 地域住⺠（報酬有） 地域住⺠（報酬有） なし
利⽤料など 1000円/⽇（⾷費） 12,000円/⽉（⾷材費） 12,000円/⽉（⾷費・光熱費） 公住家賃相当額を通年で徴収

運営経費
⼈件費
光熱費（夏期利⽤料より充当）
改修費⽤200万円
空家所有者への家賃2万円

⼈件費113.5万円（社協）
光熱費
改修費⽤500万円

⼈件費270万円（市および社協）
光熱費（冬期集住利⽤料より
充当）

なし
道路除雪費節減相当額2700万
円（村による試算）

集住⽤
住宅
の様⼦

特徴・課題

・友⼈関係を考慮したグループ単
位で⼊居
・夏期に収⼊があり（⻑期滞
在）、冬期の光熱費に充当し
ている
・冬期間を通して集住できない

・友⼈関係を考慮したグループ単
位で⼊居
・診療所の敷地内にあるため、バ
ス待合の⼈のたまり場にもなる
・利⽤料だけで⼈件費が賄えない

・居室内にトイレ⾵呂ミニキッチン
がありプライバシーが確保されて
いる
・利⽤料だけで運営費が賄えない

・完全にプライバシーの保たれた⼾
建て住宅で、夏期も居住可能
・除雪費削減相当額の５年分で
住宅供給が可能

調査⽇ H25.2.21ほか H26.12.10 Ｈ26.1.31 Ｈ26.1.30

空家を改修したツインルーム 共⽤リビング医師住宅を活⽤した「和の家」 市街地に整備された「五宝⽊住宅」

Ａ．先進事例における効果と課題

・道内の集落に住む⾼齢者の中には、冬期の除雪負担
や⾞を持たないことによる⽣活利便性の低下などか
ら、都市部に住替える場合があります。それにより、
さらなる集落⼈⼝の減少やコミュニティの衰退に影
響します。

・上記の課題の対応策のひとつとして、全国の積雪寒
冷地を中⼼に冬期のみ集まって暮らす「冬期集住」
の取組みが実施されています。本研究では、先進事
例調査および利⽤ニーズ調査から冬期集住運営上の
課題を明らかにし、⾼齢者の集落での居住形態に関
する基礎的知⾒を得ることを⽬的としています(図１)。

本研究の成果は、今後、道内の⾃治体における完全移住などを含む新たな居住形態に関する取組みにお
いて活⽤されます。また、道総研戦略研究「農村集落における⽣活環境の創出と産業振興に向けた対策⼿
法の構築（H27~31）」において引き続き新たな居住形態の検討を実施する予定です。

Ｂ．冬期集住の利⽤ニーズ
・集落での⽣活においては、「除雪」「雪下ろし」に
不安を感じている⾼齢者が多くいました（図２）。

・冬期集住への意向は、「賛同する」が約３割ありま
したが、実際に体験した世帯は２世帯に留まりまし
た(図３）。その要因として、⾷事サービスの有無
や住宅タイプなどニーズとのミスマッチがあること
がわかりました。また、短期間の集住ではなく、通
年の完全移住を求める意⾒もありました。

表１ 先進事例の概要

平成26〜27年度 経常研究

集落における⾼齢者の住み続けのための冬期集住に関する
基礎的研究

背景と⽬的

成 果

成果の活⽤

地⽅独⽴⾏政法⼈北海道⽴総合研究機構 建築研究本部 北⽅建築総合研究所
Hokkaido Research Organization      Northern Regional Building Research Institute

図２ ⾼齢者が冬期に不便
を感じること

１．冬期集住に関する基礎調査
・全国の冬期集住の実施実態の把握（⽂献調査）
・先進事例における運営⼿法や課題の把握（ヒアリング調査）

２．冬期集住の利⽤ニーズ調査
・住み続け意向、冬期集住施設に対するニーズなど（深川市納
内地区、⾼齢世帯54世帯、アンケート調査）

３．冬期集住運営上の課題の把握
・住宅ストック、サポート体制などの課題と解決策の提案

図1 研究フロー
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図３ 冬期集住体験
への意向

C．冬期集住運営上の課題
・ニーズと空間・サービスを適合させるために、利
⽤者ニーズを詳細に把握することが重要です。

・冬期集住事業だけでは事業収⼊確保が難しいこと、
から、冬期集住施設の夏期利⽤や公的住宅の空き
住⼾利⽤など、他の事業と複合して事業成⽴させ
ることが重要となります。


